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１ はじめに 

  この火災統計は、平成２６年中に酒田地区広域行政組合管内で発生した火災の調査データを

基に集計分析したもので、今後の火災予防対策の基礎データとするものです。 

 

２ 平成２６年中の火災状況 

⑴ 火災の概況 

平成２６年の酒田地区広域行政組合管内（１市２町）の火災件数は５２件で、前年と比べ 

ると、１４件の増加となっています。このうち、酒田市における火災件数は３７件で、前年 

と比較し１０件の増加、庄内町における火災件数は４件で、前年と比較し４件の減少、遊佐

町における火災件数は１１件で、前年と比較し８件の増加となっています。 

火災損害額は８千９５０万９千円、焼損棟数は６２棟、焼損床面積は１，９８１㎡、焼損 

表面積は１５１㎡、り災世帯数は３３世帯、り災人員は７５人、死者は１人、負傷者は１０

人となっています。 

平成２６年は、前年に比べ火災件数が増加し、焼損棟数が増加したことから火災損害額は 

大幅に増加し、死者は減少したものの負傷者は増加しています。 

⑵ 火災の種別 

   火災の種別としては、建物火災が３３件（全出火件数の６３％）、車両火災が６件（１２％）、 

その他火災が１３件（２５％）となっています。 

昨年と比較して建物火災は７件の増加、車両火災は３件の増加、その他火災は４件の増加

となっています。 

   建物火災のうち、住宅火災は１９件で建物火災の５８％、全出火件数の３７％を占めてい 

ます。 

⑶ 火災発生時季 

   火災発生件数５２件を四季別に区分してみると、春（３～５月）１８件、夏（６～８月） 

１１件、秋（９～１１月）１０件、冬（１・２・１２月）１３件となっており、夏・秋季の

火災は昨年と比べともに１件の増加、春季は７件の増加、冬季は５件の増加となっています。 

⑷ 火災による死傷者の状況 

火災による死者は１人で前年と比較し３人の減少、負傷者は１０人で前年と比較し４人の 

増加で、死者については、たき火の拡大による火災で逃げ遅れたものです。 

負傷者については、火災時に煙を吸った際の一酸化炭素中毒や初期消火をした際の火傷、 

火気使用を誤った際の火傷などによるものとなっています。 

⑸ 出火原因の状況 

出火原因別では、「放火の疑い」が５件と最も多く、次いで「電灯・電話線等の配線」、「こ

んろ」、「たき火」、が各４件、「放火」「電気装置」「配線器具」が各３件と続いています。 

    前年５件とトップだった「溶接機・溶断機」は１件と減少、「放火の疑い」と「放火」を合 

わせると８件、電気関係でも「電気装置」「電灯・電話線等の配線」「配線器具」を合わせる 

と１０件となり、放火防止対策や電気火災の注意喚起が重要です。 

「こんろ」「たき火」は各４件と昨年と同様ですが、相変わらず火をつけた状態でその場を

離れたことによるものが、未だ後を絶ちません。 

  

３ 火災による被害を軽減する対策 

⑴ 住宅防火対策 

   ア  「こんろ」による火災は、鍋の掛け忘れによるガスこんろからの火災が多く、電話や他

の用事のため、その場を離れたすきに火災に至ったというものです。「ちょっとくらいは

大丈夫」という安易な気持ちが一瞬にして大切なものを全て失うことになってしまいます。

火を使っているときはその場を絶対離れないようにし、どうしても離れなければならない

ときは、一旦火を消してからその場を離れましょう。 

イ  「電灯・電話等の配線」や「配線器具」による火災は、換気扇など電気機器の配線が長

期間の使用により劣化したり、家具など重いものの下敷きで半断線となり出火したものや、 

たこ足配線など過電流により出火した例などがあります。 

電気機器の普及により、私達を取り巻く生活環境は一層快適なものとなっている近年で

すが、その一方で管理がおろそかになりがちです。今一度「目配り気配り」を心がけ出火

防止に努めましょう。 
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ウ 「ストーブ」による火災、は前年と同様に２件でした。 

ストーブ火災を防止するには、給油時は火を消す、カートリッジタンクのキャップの締 

め付け具合をしっかり確認する、カーテンや布団を近づけない、真上に洗濯物を干さない 

などの気配りが大切です。  

⑵ 放火火災防止対策 

放火火災は、死角となる場所や深夜に多く発生していることから、家の周囲は整理整頓し 

て死角をなくし、燃えやすいものなどを置かないようにする。 

 家族、近隣住民、自治会等で日常からお互いに連絡や情報を取り合い、地域周辺の状況を

把握し、地域全体で「放火をさせない」環境を作ることが重要です。 

 また「空家」の所有者等は、電気関係の遮断、出入り口の施錠などの管理が必要です。 

⑶ 火災対応訓練の充実 

     防火管理が義務となる事業所では、火災などの災害を起こさないための出火防止対策はも 

ちろん、自衛消防組織の編成、災害時の行動要領及び訓練について対策を樹立しておくこと 

が必要です。万一、火災が発生した場合、①「大声でまわりに知らせる。」②「１１９番で通 

報する。」③「初期消火を行い消す。」④「危険を感じたら避難をする。」⑤「戸を閉める」こ 

とが大切です。以上の行動の習熟を図り、より実践的な発災対応型訓練の普及を行います。 

⑷ 防火意識の高揚 

  ア  たき火火災の撲滅のため、これからも継続して強風時、空気乾燥時、放置など危険と判 

断されるたき火を「しない、させない、許さない」運動を展開します。 

  イ  地域、事業所、学校等の講習会などマスメディア、広報紙及び予防広報事業を通し住民 

   への予防啓発活動を行います。また、幼年期から火災の恐ろしさを防火指導や消防訓練を 

通して教えることで防火意識を育みます。 

 

４ 安全・安心に暮らせる街を目指して  

⑴ 住宅防火の推進 

近年、住宅火災による死者数は全国的に増加を続けており、また、６５歳以上の高齢者が 

全体の死者数の半数以上を占めるなど、今後の高齢化の進展に伴い、さらなる死者数の増加 

が懸念されます。これらのことも踏まえて火災予防は家庭からを基本に、住宅防火を考え、 

当組合としては、住宅火災での逃げ遅れによる死者をなくすため、自主防災組織、婦人防火 

クラブ、消防団と協力して住宅用火災警報器の設置促進・維持管理と消防署員における高齢 

者世帯を対象に防火訪問を行い火気使用機器の取扱いや火気管理等の指導を行っています。 

 また、住宅用火災警報器については、国で示す設置調査方法が変わり、新たに設置調査を

行ったところ、４月の調査では設置率が一部未設置を含め７７．５％、１１月の調査では 

８０．０％という結果で、今後も普及促進活動を継続していきます。 

⑵ 消火器、住宅用火災警報器の不適正販売に係る予防策の周知 

主に県外の業者が、一般住宅や事業所に不当な方法で消火器、住宅用火災警報器の訪問販 

売や点検を行ったりし、脅迫的な態度で高額な料金を請求するトラブルが各地で発生してい 

ます。 

その手口は 

◯ 一般住宅に対する消火器、住宅用火災警報器販売の場合 

    ① 「消防・市役所の方から来た」と紛らわしい表現をします。 

   ② 「法律が変わってすぐに設置しなければならなくなった。」と緊急性を強調します。 

  ◯ 事業所に対する点検の場合 

①  日ごろ出入りしている契約業者を巧妙に装い、訪問前に電話で信用させ、本社等から 

  の依頼のような装いをします。 

②  点検の内容を説明せず、一見合法的な契約書に署名と押印を求めてきます。 

 

   ※ トラブルを防止するためのポイント 

① 身分証明書の提示を求める。 

②  あやしいと思ったらその場で断る。契約書を良く読みむやみにサインや押印はしない。 

③  相手が脅迫行為にでた場合は、速やかに警察へ通報する。 



件

件

618

△ 2,966149,250

51.1

13

33

47,585

1.1

14

7

0

3

1,368

41

38

26

0

3

0

613

110

0

0

4

2339

0

9

20

42

41,924

4

6

3.3

1.12.5

53,862 △ 142

1,721 1,103

1

10

5.2

△ 3

4

1.1

1.9

0

33

75

89,509

世帯

人

千円

人

52

33

0

6

0

13

62

1,981

151

千円

千円

人

棟

㎡

世帯

人

件

㎡

㎡

a

世帯

平成２６年と平成２５年の比較

棟焼 損 棟 数

平 成 ２ ６ 年

そ の 他

１　火災概況

平 成 ２ ５ 年区　　　　　　　　　　分 単位 増　　減

出

火

件

数

合 計

建 物

林 野

車 両

船 舶

月

平

均

建 物 焼 損 床 面 積

建 物 焼 損 表 面 積

林 野 焼 損 面 積

り 災 世 帯 数

り 災 人 員

損 害 額

1 件 当 た り の 損 害 額

死 者

負 傷 者

出 火 件 数

焼 損 棟 数

建 物 焼 損 床 面 積 165.1 114.0

出火率（人口1万人当たりの出火件数）

人 口

世 帯 数

り 災 世 帯 数

り 災 人 員

損 害 額 7,459 3,494

4.3 3.2

2.8

3,965

1.7

146,284

53,720

3.6

6.3 3.5 2.8

-３-



6 1,368 41 011 4 0 39 5 5 526 0 3 0

0 0 0 01 0 0 01 0 0 01 0 1 0

7 753 25 01 2 0 50 5 0 17 0 0 0

0 0 0 00 0 0 01 0 0 00 0 0 0

0 0 1 01 0 0 01 0 0 01 0 0 0

2 225 54 01 0 0 30 2 0 14 0 0 0

0 64 1 01 0 0 02 0 0 12 0 0 0

0 117 46 02 1 0 00 0 0 13 0 0 0

0 38 3 01 0 0 01 0 0 34 0 1 0

0 14 0 00 0 0 04 1 0 01 0 1 0

0 49 0 01 0 0 02 0 0 23 0 1 0

0 154 0 01 0 0 00 1 1 03 0 1 0

3 567 21 04 0 1 0 1 2 0 0 2 2 0 4

-４-

火 元 類 焼 建物（㎡）

平成２５年 38

表面積

林野
（a）

１月

２ 火災損害総括表

〈その１〉

区分 火 災 種 別

３月

４月

２月

５月

６月

７月

計 15133 0 6 0 13 5 12 1,981 00 1211 1 9 12

4

52

6

3

7

3

6

4

6

6

ぼ

や

車

両

船

舶

そ

の

他
月別

建

物

林

野

合

計

全

焼

半

焼

部

分

焼

ぼ

や

焼 損 棟 数

全

焼

半

焼

部

分

焼

床面積

焼 損 面 積

１２月

4

2

1

８月

９月

１０月

１１月



0 930 0 2716 41,924 36,836 3,8876 2 12 4

0 4,1040 0 1 0 0 150 4,123 0 4

0 65 0 01 19,232 14,246 4,9212 0 9 0

0 00 0 0 0 0 2270 227 0 0

0 0 0 530 87 34 00 0 1 0

0 831 0 4 0 0 101 17,049 12,374 4,582

0 25 0 00 6,805 6,780 00 0 0 0

0 00 0 1 0 0 01 1,632 882 750

0 15 0 4662 6,120 3,000 2,6390 0 2 0

0 4110 0 0 1 0 01 501 54 36

0 25 0 01 2,015 1,851 1390 0 2 0

0 202 0 1 0 0 03 14,802 12,601 2,181

0 3010 16,916 16,010 3052 2 3 0 0 300

-５-

〈その２〉

損　　　害　　　額　　　　　　（ 千　円　）

89,509 0 1,07167,832 15,557 0 5,04924 1 1027

林

　
野

車

　
両

負

傷

者

建

　
物

収

容

物

船

　
舶

そ

の

他

合

　
計

り 災 世 帯 死 傷 者

全

損

半

損

小

損

死

者



３件

４件

３　目で見る火災統計
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　　放火の疑い

　　たき火

　　こんろ

  ６５歳以上の方は火の取り扱いに注意！

　　配線器具
　　放火

　　電気装置
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　火を使っている時はその場を離れない
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６　火災種別出火件数

５　市町別火災件数の推移

酒田市酒田 酒田市八幡 酒田市松山 酒田市平田 庄内町立川 庄内町余目 遊佐町 

平成２２年 23 5 0 2 0 7 6

平成２３年 25 0 1 0 0 5 5

平成２４年 29 2 1 2 0 4 6

平成２５年 24 1 0 2 4 4 3

平成２６年 31 1 2 3 1 3 11
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         ６３％ 
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                 ２５％ 

 車両火災  ６件 
        １２％ 
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 ７　四季別火災件数

８　月別火災件数

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 

建物 4 3 3 1 4 3 2 4 1 0 7 1

建物以外 2 1 3 5 2 0 2 0 1 1 0 2

0

1

2

3

4

5

6

7

8

(件） 

 春 ３～５月 
   １８件 ３５％ 

 夏 ６～８月 
   １１件 ２１％ 

 秋 ９～１１月 
    １０件 １９％ 

 冬 １・２・１２月 
      １３件 ２５％ 
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１１９番
40
77%

１０　覚知方法別火災件数

９　曜日別火災件数

日曜日 月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 

件数 8 11 4 7 7 8 7

0

2

4

6

8

10

12
（件） 

 １１９番   ４０件 

        ７７％ 
  内訳 加入電話 １８件 
      携帯電話 ２２件 

 一般加入電話  ３件 

             ６％ 

 事後聞知  ７件 
        １３％  警察電話  ２件 

         ４％ 
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１１　死傷者の推移

１２　建物火災の焼損程度

平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

死  者 1 0 1 4 1

負傷者 17 5 3 6 10

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18
(人） 

全焼 半焼 部分焼 ぼや 

火元 11 1 9 12

類焼 5 0 12 12

0

2

4

6

8

10

12

14

16
(件） 
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発生年
2014

発生年
2014

発生年
2014

１３　住宅火災の出火箇所の状況

１４　出火率(人口1万人当たりの出火件数）

山形県   

平成２５年 

全  国   

平成２５年 

系列1 3.3 3.8

廊下   ２件 
     １１％ 

天井裏  １件 
      ５％ 

居室  ６件 
     ３１％ 

 寝室  ２件 
      １１％ 

 空家  ２件 
      １１％ 

酒田市酒田 酒田市八幡 酒田市松山 酒田市平田 庄内町立川 庄内町余目 遊佐町 
広域行政 

組合管内 

出火率 3.4 1.6 4.3 4.7 1.8 1.8 7.3 3.6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

（件） 

 台所  ５件 
      ２６％ 

 ボイラー室  １件 
          ５％ 

-１２-



30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57

　　　（2）　初期消火器具等の使用状況

１５　初期消火の状況

　　　（１）　初期消火の実施状況

3 

10 

1 

9 

3 

7 

0
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か
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寝
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等
 

そ
の
他
 

(件） 

無 
１９件 

 ３７％ 有 
 ３３件 
 ６３％ 失 敗 

１１件 ３３％ 

成 功 
 ２２件   ６７％ 

 
       

初期消火の結果 

初期消火の有無 
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16
6

    
    
    

5
6
7

    
    

8
    

9
10

男 女男 女

1 1

2

1

13

4

取灰の処置のが不十分

てんぷら鍋のかけ忘れ

カーテンに火をつけたもの

1

2

たき火の火の粉が飛散

1

８５歳以上

男 女

１６　出火行為者の状況

出火行為者　22人

出 　 火　  原　  因
６５～７４歳 ７５～８４歳

１５歳未満 １５～２４歳 ２５～３４歳 ３５～４４歳 ４５～５４歳 ５５～６４歳 ６５～７４歳 ７５～８４歳 ８５歳以上 

男性 0 1 1 2 2 7 2 1 0

女性 0 0 1 0 1 0 1 3 0

0

1

2

3

4

5

6

7

8

（１）性別 

（２）年齢別 

（４）原因別 

(人） 

(人） 

 女性   6人 
         27％ 

 男性 １6人 
     73％ 

（３）６５歳以上の主な出火原因 

たばこ こんろ ストーブ 排気管 
マッチ・ライ

ター 
たき火 

溶接機・溶

断機 
取灰 放火 

放火の疑

い 
その他 

男性 2 2 1 1 1 2 1 0 1 2 3

女性 0 2 0 0 0 1 0 1 1 0 1

0

1

2

3

4

5
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損　害　額
(千円）

出火原因

1 たばこ     

59 こんろ     

5,513 ストーブ     

15 排気管     

539 電気装置     

9,369 電灯・電話等の配線 8

8,901 配線器具 10

301 マッチ・ライター 5

0 たき火 3

6,805 溶接機・溶断機 1

1,008 取　　灰 1

14,880 放　　火 4

19,949 放火の疑い 1

12,040 その他 3

10,129 不明・調査中 4

        3

        1

        2

        4

        2

１７　出火原因と損害額の状況

8 

10 

5 

3 

1 

1 

4 

1 

3 

4 

3 

1 

2 

4 

2 

0 2 4 6 8 10 12

(件） 
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件　　数

5

3

1

4

4

3

3

2

1

2

2

1

2

1

1

1

1

全

焼

半

焼

部

分

焼

ぼ

や

死

者

負

傷

者

2014 - 5 放火の疑い 446 3 0 2 3 0 0 14,464

2014 - 39 放　火 173 1 0 2 2 0 1 14,578

機 器 不 良 金属の接触部の過熱

不 始 末

高温物に触れる

１８　主な出火原因の区分と経過

１９　主な火災

住宅

住宅

遊佐町

油・オイル漏れ

電灯・電話
等 の 配 線

取 灰 不 始 末 火の粉が飛ぶ

電 気 装 置

吸い殻の不始末

コンデンサの不良

用途

拡大、火の粉が飛び火したもの

かけ忘れ

電気配線の短絡によるもの

配線器具の短絡によるもの

機 器 不 良

放 火 火をつける

短 絡

可燃物が火源に触れる

取 扱 不 良

取 扱 不 良ス ト ー ブ

出火
時刻

漏れた油が排気管に触れる

マ ッ チ ・
ラ イ タ ー

20:34

排 気 管

損害額
（千円）

焼損棟数 死傷者

原 因 別

火をつける

経　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　過

焼　 損
床面積
（㎡）

出　　火　　原　　因

短 絡

使 用 不 適

発生
場所

取 扱 不 良

酸化熱の蓄熱

酒田市酒田8.23 20:35

不 始 末た き 火

取 扱 不 良

配 線 器 具

放 火

1.14

た ば こ

発生
月日

放火の疑い

誤ってライターの火が接触

溶 断 機
・ 溶 接 機

取 扱 不 良 火花が漏れた燃料に引火

こ ん ろ
用途以外の使用使 用 不 適

そ の 他

放 火 の 疑 い
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酒田市酒田 酒田市八幡 酒田市松山 酒田市平田 庄内町立川 庄内町余目 遊佐町

火災件数 31 1 2 3 1 3 11

消防職員 682 17 46 40 17 51 244

消防団員 360 51 82 185 3 7 1191

酒田市酒田 酒田市八幡 酒田市松山 酒田市平田 庄内町立川 庄内町余目 遊佐町

火災件数 31 1 2 3 1 3 11

消 防 署 187 5 12 11 5 15 67

消 防 団 72 11 17 46 1 1 231

２０　火災出動人員の状況

２１　火災出動車両の状況

0

200
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800

1000

1200

1400

0

50

100

150

200

250

(人） 

(台） 
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林野火災
車両火災
船舶火災

合　　計

船舶火災

1998
1999
2000
2001
2002

２３　火災種別の推移

２２　火災件数の推移

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

火災件数 43 59 50 48 51 43 36 44 38 52

43 

59 

50 
48 

51 

43 

36 

44 

38 

52 

0

10

20

30

40

50

60

70

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

住宅火災 21 20 19 12 21 14 14 13 10 19

住宅以外 12 22 19 18 16 18 11 14 16 14

林野火災 1 2 2 6 3 0 3 1 0 0

車両火災 6 8 7 4 1 7 2 2 3 6

船舶火災 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0

その他火災 3 7 3 8 9 4 6 13 9 13

0

5

10

15

20

25

(件） 

(件） 
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２４　全国・山形県・組合の出火率の推移(人口１万人当たりの出火件数）

２５　組合管内の出火率の推移(人口１万人当たりの出火件数）

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

全  国 4.9 4.5 4.3 4.1 4.0 3.7 3.9 3.5 3.8

山形県 3.7 3.7 4.1 3.7 4.0 3.1 3.3 3.6 3.3

組  合 2.7 3.7 3.2 3.1 3.3 3.3 2.4 2.9 2.5 3.6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

平成１７年 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 

酒田市酒田 3.0 3.3 3.0 3.5 3.0 2.4 2.7 3.1 2.6 3.4

酒田市八幡 0.0 4.2 7.1 4.3 4.5 4.2 0.0 3.1 1.6 1.6

酒田市松山 1.9 1.9 3.8 5.9 6.0 0.0 2.0 2.1 0.0 4.2

酒田市平田 4.2 2.8 0.0 5.8 4.4 2.9 0.0 3.0 3.1 4.6

庄内町立川 0.0 4.5 6.2 1.6 1.6 4.5 0.0 0.0 6.9 1.7

庄内町余目 1.6 4.4 2.8 4.0 2.3 4.0 2.9 2.3 2.3 1.8

遊  佐  町 3.4 5.2 2.9 5.4 4.3 3.7 3.2 3.8 2.0 7.3

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

未確定 

未確定 

（件） 

（件） 

-１９-



利用上の参考事項 

 

１ 火災の定義 

  「火災」とは、人の意図に反して発生し若しくは拡大し、又は放火により発生して

消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するために消火施設又はこれと同程

度の効果のあるものの利用を必要とするもの、又は人の意図に反して発生し若しくは

拡大した爆発現象をいいます。 

２ 火災の種類 

  火災は次の６種類に分類します。ただし、火災が２種類以上にわたった場合は、原

則として焼き損害の大きなものの種別によります。 

 ⑴ 建物火災 

   建物又はその収容物が焼損した火災をいいます。 

⑵ 林野火災 

  森林、原野又は牧野が焼損した火災をいいます。 

⑶ 車両火災 

  原動機によって運行することができる車両、鉄道車両及び被けん引車又はこれら

の積載物が焼損した火災をいいます。 

⑷ 船舶火災 

  船舶又はその積載物が焼損した火災をいいます。 

⑸ 航空機火災 

  航空機又はその積載物が焼損した火災をいいます。 

⑹ その他の火災 

  ⑴から⑸までに掲げる火災以外の火災（空地、田畑、道路、河川敷、屋外物品集

積場、電柱などの火災）をいいます。 

３ 火災損害 

  「火災損害」とは、火災によって受けた直接的な損害をいい、「焼き損害」、「消火

損害」、「爆発損害」、「人的損害（火災による死者及び負傷者）」に区分します。 

  「焼き損害」とは、火災によって焼けた物及び熱によって破損した物等の損害をい

い、「消火損害」とは、消火活動によって受けた水損、破損、汚損等の損害をいい、

「爆発損害」とは、爆発現象の破壊作用により受けた「焼き損害」、「消火損害」以外

の損害をいい、消火のために要した経費、焼け跡整理費、火災のための休業による損

失等の間接的な損害は除かれます。 

  損害額は、り災時における時価により算定することとし、「人的損害」はこれに含

めません。 
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４ 焼損の程度 

  焼損程度の区分の基準は次のとおりです。 

 ⑴ 全焼 

   建物の焼き損害額が火災前の建物評価額の７０％以上のもの、又はこれ未満であ

っても残っている部分に補修を加えても再使用できないものをいいます。 

⑵ 半焼 

  建物の焼き損害額が火災前の建物評価額の２０％以上のもので、全焼に該当しな

いものをいいます。 

⑶ 部分焼 

  建物の焼き損害額が火災前の建物評価額の２０％未満のもので、ぼやに該当しな

いものをいいます。 

⑷ ぼや 

   建物の焼き損害額が火災前の建物評価額の１０％未満であり焼損床面積が１㎡

未満のもの、建物の焼き損害額が火災前の建物評価額の１０％未満であり焼損表面

積が１㎡未満のもの、又は収容物のみ焼損したものをいいます。 

５ り災世帯 

  り災世帯については、り災の程度により次のとおり区分しています。 

 ⑴ 全損 

   建物（収容物を含む。以下この項において同じ。）の火災損害額が、り災前の建

物の評価額の７０％以上のものをいいます。 

⑵ 半損 

  建物火災損害額がり災前の建物評価額の２０％以上で、全損に該当しないものを

いいます。 

⑶ 小損 

  建物火災損害額がり災前の建物評価額の２０％未満のものをいいます。 

６ 死者・負傷者 

  「死者」又は「負傷者」とは、火災現場において火災に直接起因して死亡（病死者

は除く。）した者、又は負傷した者をいいます。この場合、消防署員と消防団員は火

災を覚知した時から現場を引き揚げる時までの間に死亡した者、又は負傷した者をそ

れぞれ死者又は負傷者とします。また、火災により負傷した後、４８時間以内に死亡

した者は火災による死者とします。 
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